
 重要事項説明書 

（小規模多機能ケア音羽の浜） 

１．事業者 

(1)法人名     社会福祉法人 清真会 

(2)法人所在地   長崎県佐世保市東浜町 123番地 

(3)電話番号    0956－33－0108 

(4)ＦＡＸ番号   0956－33－0109 

(5)代表者氏名   理事長  池田 豊 

(6)設立年月日   平成 15年 8月 22日 

 

2．事業所の概要 

(1)事業所の種類      指定小規模多機能型居宅介護事業所 

             指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 

             平成 20年 4月 1日指定 

(2)事業所の目的      本事業所は、利用者様が住みなれた地域での生活を継続できるよ

う、利用者の心身の状況や環境を踏まえ、通いサービスを中心に、訪

問サービス及び宿泊サービスを組み合わせ、地域住民との交流や地域

活動への参加を図りながら、利用者様がその有する能力に応じ可能な

限り自立して営むことが出来るよう支援することを目的とします。 

(3)当事業所運営方針    小規模多機能ケア音羽の浜は、母なる海に面し恵まれた美しい環境

の中で、人と人との心の通い合いを育み、利用者様が笑顔あふれる施

設作りを目指します。また、利用者様の人格を尊重し、住み慣れた地

域での生活が継続できるよう利用者様の能力に応じた自立に向け、ご

家族様とともに一人ひとりのニーズに合わせた生活支援を行います。 

(4)事業所の名称      小規模多機能ケア音羽の浜 

(5)事業所の所在地     長崎県佐世保市東浜町 142番地 1 

(6)電話番号        0956－33－1234 

(7)FAX番号        0956－33－1235 

(8)管理者         山口 久仁子 

 

3．事業実施地域及び営業時間 

(1)通常の事業の実施地域  当事業所の所在する生活圏域（日常生活圏域 天神・福石・木風） 

(2)営業日及び営業時間 

営業日 1年 365日 訪問サービス 24時間 

通いサービス 8：30～18：00 宿泊サービス 18：00～8：30 

 



4．職員の配置状況 

 当事業所では、利用者様に対して小規模多機能居宅介護サービス及び介護予防小規模多機能居 

宅サービスを提供する職員として以下の職種の職員を配置します。 

職種 職員数 職務の内容 

1．管理者 1名 業務内容調整 

2．計画作成担当者 1名 サービスの調整、申請等に関わる支援相談 

3．看護職員 1名 健康チェック等の医務業務 

4．介護職員 7名以上 日常生活の介護・相談業務 

 

5．当事業所が提供するサービス 

(1)通いサービス 

【利用定員】1日定員 18名 

【提供時間】午前 8時 30分～午後 6時 

【業務内容】利用者様が日常生活を営むことに必要な機能を維持する為の生活リハビリ及び利用 

     者様の心身の活性化を図る為の必要な援助を行います。 

①日常生活上の援助 移動、排泄、着脱介助等、必要な介護を行います。 

②健康状態の確認 体温、脈拍、血圧などの健康チェックを行います。 

③送迎サービス 必要に応じて、ご自宅と事業所の送迎を行います。 

④入浴サービス お体の状態に応じて、安全で快適な入浴介助を行います。 

⑤食事サービス 食事を提供し、利用者様の状態に合わせた必要な介護を行います。 

⑥生活リハビリ 利用者様が日常生活を営むに必要な機能を維持する為の生活リハビ

リ及び利用者様の心身の活性を図る為の必要な援助を行います。 

 

(2)宿泊サービス 

【利用定員】1日定員 8名 

【提供時間】午後 6時～午前 8時 30分 

【業務内容】利用者様の状態、家族様の事情にあわせ基本的には短期間の宿泊サービスを提供しま 

     す。 

   

(3)訪問サービス 

【提供時間】24時間 

【業務内容】介護保険の訪問介護業務内容に準じてサービスの提供を行いますが、訪問回数・滞 

     在時間は必要に応じて調整いたします。 

①日常生活上の援助 移動、排泄、着脱介助等、必要な介護を行います。 

②健康状態の確認 体温、脈拍、血圧などの健康チェックを行います。 

③送迎サービス 必要に応じて、ご自宅と事業所の送迎を行います。 

④食事サービス 食事を提供し、利用者様の状態に合わせた必要な介護を行います。 



①日常生活上の援助 入浴、排泄、食事等の身体介護及び利用者様の調理、洗濯、掃除等

の生活援助を行います。 

②健康状態の確認 顔色や意識などいつもと変わらないか等 安否確認と必要時の家族

様、主治医への連絡を行います。 

 

(4) (介護予防)小規模多機能型居宅介護等の宿泊室の登録者以外の短期利用サービス 

本事業所は、登録者の数が登録定員未満であり、利用者の状態や家族等の事情により、(指定介

護予防)指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が緊急に利用することが必要と認めた場合であ

って、(指定介護予防)指定小規模多機能型居宅介護事業者の支援専門員が登録者のサービス提供に

支障がないと認めた場合、又、サービス提供が過少である場合の減算を受けていないことを条件

に、利用の開始に当たって、あらかじめ 7日以内（やむを得ない事情がある場合は 14日以内）の

利用期間を定めることにより短期利用サービスの提供をします。 

  

6．サービス利用料金  

 介護保険サービスに係る費用については「介護保険負担割合証」の利用負担の割合に基づき算定

いたします。そのため、「介護保険負担割合証」・「介護保険被保険者証」を示して頂く必要があり

ます。また、世帯構成の変更時、及び、新たに 65歳に到達し第 1号被保険者となったときには、

負担変更になる場合がありますので、再判定、再交付後速やかに、示して頂く必要があります。 

 新たな負担割合の適用は、当該事実があった月の初日より適用いたします。（但し、当該日が月

の初日である場合は、当該月から新たな負担割合を適応いたします。） 

 

【遡及期間】 

 世帯構成の変更に伴う新たな負担割合の本来の適用開始時期にまで遡って、その時点から直近に

至るまでの間に既に 徴収された利用負担額を過誤調整することとなります。 

さらに 過年度分の所得が更正された場合は、それに応じて、当該所得が判定に用いられる期間の

利用者負担額を過誤調整します。 

 

(1)介護保険給付対象サービス 

要介護度 自己負担額（1割） 自己負担額（2割） 自己負担（3割） 

要支援 １ ３，４５０円／月 ６，９００円／月 １０，３５０円／月 

要支援 ２ ６，９７２円／月  １３，９４４円／月 ２０，９１６円／月 

要介護 １ １０，４５８円／月 ２０，９１６円／月 ３１，３７４円／月 

要介護 ２ １５，３７０円／月 ３０，７４０円／月 ４６，１１０円／月 

要介護 ３ ２２，３５９円／月 ４４，７１８円／月 ６７，０７７円／月 

要介護 ４ ２４，６７７円／月 ４９，３５４円／月 ７４，０３１円／月 

要介護 ５ ２７，２０９円／月 ５４，４１８円／月 ８１，６２７円／月 

  



 その他の加算 

加算名 自己負担額 

（１割） 

自己負担額  

(２割) 

自己負担額  

(3割) 

算定要件 

初期加算 ３０円／日 ６０円／日 ９０円／日 登録した日から起算し

て 30日以内、30日を

超える入院後の再登録

も同様 

認知症加算(Ⅰ) ９２０円／月 １，８４０円／

月 

２，７６０円／

月 

認知症介護実践リーダー 

研修等修了者配置等 

認知症加算(Ⅱ) ８９０円／月 １，７８０円／

月 

２，６７０円／

月 

認知症介護実践リーダー 

研修等修了者配置等 

認知症加算

（Ⅲ） 

７６０円／月 １，５２０／月 ２，２８０円／

月 

認知症生活自立度Ⅲ以上 

認知症加算

（Ⅳ） 

４６０円／月 ９２０円／月 １，３８０円／

月 

要介護２で認知症生活

自立度Ⅱ 

生産性向上推進

体制加算（１） 

１００円／月 ２００円／月 ３００円／月 見守り機器のテクノロ

ジーを複数導入等 

生産性向上推進

体制加算（Ⅱ） 

１０円／月 ２０円／月 ３０円／月 見守り機器のテクノロ

ジーを１つ以上導入等 

看護職員配置加

算(Ⅰ) 

９００円／月 １，８００円／

月 

２，７００円／

月 

常勤かつ専従の看護師

１名以上配置 

看護職員配置加

算(Ⅱ) 

７００円／月 １，４００円／

月 

２，１００円／

月 

常勤かつ専従の准看護

師１名以上配置 

看護職員配置加

算(Ⅲ) 

４８０円／月 ９６０円／月 １，４４０円／

月 

看護職員を常勤換算方

式で１名以上配置 

看取り連携体制

加算 

６４円／日 １２８円／日 １９２円／日 死亡日及び死亡日以前

３０日以下について等 

訪問体制強化加

算 

１，０００円

／月 

２，０００円／

月 

３，０００円／

月 

提供体制を強化した場合 

総合マネジメン 

ト体制強化加算

（１） 

１，２００円

／月 

２，４００円／

月 

３，６００円／

月 

利用者様・その家族様

の状況に合わせた介護

計画の見直し等日常的

に地域住民などの相談

に対応する体制を確保

している等 

総合マネジメン 

ト体制強化加算

（Ⅱ） 

８００円／月 １，６００円／

月 

２，４００円／   

月 

利用者様・その家族様

の状況に合わせた介護

計画の見直し等 



サービス提供体

制強化加算(Ⅰ) 

７５０円／月 １，５００円／

月 

２，２５０円／

月 

介護福祉士が 70％以上

配置等 

サービス提供体

制強化加算(Ⅱ) 

６４０円／月 １，２８０円／

月 

１，９２０円／

月 

介護福祉士 50％以上 

サービス提供体

制強化加算(Ⅲ) 

３５０円／月 ７００円／月 １，０５０円／

月 

常勤職員の占める割合

が 60％以上配置等 

科学的介護推進

体制加算 

４０円／月 ８０円／月 １２０円／月  

介護職員処遇改

善加算(Ⅰ) 
所定単位の 

１４，９％ 国の基準による研修計

画等の策定実施 

介護職員処遇改

善加算(Ⅱ) 
所定単位の 

１４．６％ 国の基準による研修計

画等の策定実施 

介護職員処遇改

善加算(Ⅲ) 
所定単位の 

１３．４％ 国の基準による研修計

画等の策定実施 

介護職員処遇改

善加算(Ⅳ) 
所定単位の 

１０．６％ 国の基準による研修計

画等の策定実施 

 

(2)短期利用者の介護保険給付対象サービス 

要介護度 自己負担額（1割） 自己負担額（2割） 自己負担額（3割） 

要支援 １ ４２４円／日 ８４８円／日 １，２７２円／日 

要支援 ２ ５３１円／日 １，０６２円／日 １，５９３円／日 

要介護 １ ５７２円／日 １，１４４円／日 １，７１６円／日 

要介護 ２ ６４０円／日 １，２８０円／日 １，９２０円／日 

要介護 ３ ７０９円／日 １，４１８円／日 ２，１２７円／日 

要介護 ４ ７７７円／日 １，５５４円／日 ２，３３１円／日 

要介護 ５ ８４３円／日 １，６８６円／日 ２，５２９円／日 

  

 その他の加算 

加算名 自己負担額 

(1割) 

自己負担額 

(2割) 

自己負担額 

(3割) 

算定要件 

サービス体制

強化加算(Ⅰ) 

２５円／日 ５０円／日 ７５円／日 介護福祉士が５０％以上

配置等 

サービス体制

強化加算(Ⅱ) 

２１円／日 ４２円／日 ６３円／日 介護福祉士が４０以上配

置等 

サービス体制

強化加算(Ⅲ) 

１２円／日 ２４円／日 ３６円／日 常勤職員の占める割合が

６０％以上配置等 

介護職員処遇 所定単位の １０．２％ 国の基準による研修計画



改善加算(１) 等の策定実施 

介護職員処遇

改善加算(Ⅱ) 

所定単位の ７．４％ 国の基準による研修計画

等の策定実施 

介護職員処遇

改善加算(Ⅲ) 

所定単位の ４．１％ 国の基準による研修計画

等の策定実施 

介護職員処遇

改善加算(Ⅳ) 

(Ⅲ)の算定の ９０％ 国の基準による研修計画

等の策定実施 

介護職員処遇

改善加算(Ⅴ) 

(Ⅲ)の算定の ８０％ 国の基準による研修計画

等の策定実施 

介護職員等特

定処遇改善加

算（Ⅰ） 

所定単位の １．５％ 国の基準による研修計画

等の策定実施 

介護職員等特

定処遇改善加

算（Ⅱ） 

所定単位の １．２％ 国の基準による研修計画

等の策定実施 

 

(3)介護保険給付対象外のサービス 

①食事代 朝食：350円 昼食(おやつ代込み)：510円 夕食：532円 

②宿泊代 1泊 1,000円 

③持ち込み電気代 1点につき 10円／日 

④電話代 利用時使用分清算 

 

7．（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画 

 ①サービスの提供を開始する際には、利用者の心身の状況及びその置かれている環境等を充分に

把握し個別に（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画（以下「居宅介護計画」という）を作

成します。 

 ②居宅介護計画の作成にあたっては、地域における活動への参加機会を提供することにより、利

用者様の多様な活動の推進に努めます。 

 ③利用者様の心身の状況及びその置かれている環境を踏まえ、介護職員等の協議の上、援助目標

を設定しその達成の為の具体的な内容等を記載した居宅介護計画を作成します。 

 ④居宅介護計画の作成にあたっては、その内容について利用者様又はその家族様に説明し、利用

者様の同意を得ます。 

 ⑤居宅介護計画を作成した際には、居宅介護計画書を利用者に交付し、援助目標及び内容につい

て利用者様や家族様に説明を行います。尚、交付した居宅介護計画書は 5年間保存します。 

 ⑥利用者様に対し、居宅介護計画書に基づいてサービスを提供すると共に、継続的なサービスの

管理、評価を行います。 

 ⑦居宅介護計画の作成後においても、常に居宅介護計画の実施状況及び利用者の心身の変化等の

把握を行い、必要に応じて居宅介護計画の変更を行います。 



 

8．緊急時における対応策 

  本事業所の従業者は、現に小規模多機能型居宅介護サービス・小規模多機能型居宅介護予防サ

ービスの提供を行っているとき、利用者の病状に急変が生じた場合、その他必要な場合には、

速やかに家族様、主治医や事業所が定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じ

るものとします。 

＜協力医療機関＞ 

 ① 医療法人博雅会  田中医院 田中博也医師 

      所在地  佐世保市本島町 2番 11号 

 ② 医療法人朝村歯科 

      所在地  佐世保市宮田町 2番 18号 

 

9．秘密保持並びに個人情報開示に関する同意 

 ①利用者様及びその家族に関する秘密の保持について 

   事業所並び従業者は、サービス提供する上で知り得た利用者様及び家族に関する秘密を正当

な理由無く第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務は、契約が終了した後も継続しま

す。 

 ②個人情報の使用、提供に関する注意事項について 

   事業者は、前項の規定に関わらず、利用者様及び家族の個人情報を、以下のために必要最小

限の範囲内で使用、提供又は収集いたします。 

  イ 利用者に関する居宅サービス計画及び小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型

居宅介護計画の立案や円滑なサービス提供のために実施されるサービス担当者会議での情報

提供。 

  ロ 介護支援専門員とサービス事業者との連携調整。 

  ハ 利用者様が医療サービスの利用を希望している場合及び主治医の意見を求める必要がある

場合。 

 ③以上のことを条件とし当事業所が利用者様並びに家族様の個人情報を開示することに同意しま

す。 

 

10．非常災害時の対応 

   火災・風水害・地震等の災害に対応する為の計画を策定し、年 2回以上の訓練を実施しま

す。天災その他の災害が発生した場合には、職員は利用者様の避難等適切な措置を講じます。

また、管理者は日常的に具体的な対処方法、避難訓練等及び協力機関等との連携方法を確認

し、災害時の指揮を執ります。また、非常災害時には、別途定める消防計画に基づいて対応を

行います。 

 

11．サービスの中止 

   台風、積雪等の天災時、及び当日の健康状態の確認等で体調が悪い場合には、サービス内容



の変更、又はサービスを中止することがあります。 

 

12．身体拘束について 

   事業所及びサービス従事者は、利用者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いま

せん。但し、利用者又は他の利用者の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場合には

記録を記載するなど、適切な手続きにより身体等の拘束をする場合があります。この場合でも

利用者様の家族様に報告し必要に応じて情報の開示に努めるものとします。 

 

13．事故発生時の対応 

 ①サービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに家族に連絡すると共に、必要な処置

を行うものとします。 

 ②事故の状況及び事故に際してとった措置について記録します。 

 ③利用者様に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速や

かに行うものとします。 

 ④事故が発生したその原因を解明し、再発防止のための対策を講じます。 

 

14.虐待防止に関する事項 

1 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生またはその再発を防止するため次の処置を講ずる 

ものとします。  

① 委員会 

虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を

図るものとします 

② 指針 

虐待防止の為の指針を整備するものとします。 

③ 研修 

従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

④ 担当者 

前各号に挙げる措置を適切に実施するための担当者を置くものとします。 

2 事業者はサービス提供中に、従業者又は擁護者（利用者の家族など高齢者を現に養護す 

るもの）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、すみやかに、これを市    

町村に通知するものとします。 

 

15、業務継続計画の策定等 

① 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定小規模多機能型居宅介 

護・指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供を継続的に実施するための、および非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画（以下【業務継続計画】という）を策定し、該当事業計画

に従い必要な措置をこうじるものとする。 

⑤ 事業所は、従業者に対し、事業継続計画について周知すると共に、必要な研修甥日訓練を定期 



的に実施するものとする。 

⑥ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しをおこない、必要に応じて業務継続計画の変更を行 

うものとする。 

 

16．衛生管理 

①サービス提供の際に使用する施設、食器、その他の備品について、感染等防止の為の衛生管理に 

努め、衛生管理上必要な対策を講じるものとします。 

②職員へは、研修や勉強会を通じ感染予防対策や衛生管理に関する知識の習得を図ります。 

 

17．運営推進会議の設置 

当事業所では小規模多機能型居宅介護サービス及び介護予防小規模多機能型居宅介護サービスの 

提供にあたり、サービスの提供状況について定期的に報告すると共に、その内容等についての評 

価、要望、助言を受ける為、下記の運営推進会議を設置しています。 

 

 

＜運営推進会議＞ 

構成：利用者様代表、利用者様の家族様代表（任期 1年）、地域住民の代表、 

佐世保市長寿社会課職員、消防署員等 

開催：年 6回開催 

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。 

 

18．苦情相談の受付 

 (1)当事業所における苦情の受付 

  当事業所における苦情やご相談は以下の窓口で受け付けます。 

  サービスの相談・苦情担当窓口 

小規模多機能ケア音羽の浜 

電話番号  ０９５６－３３－１２３４ 

担当者   管理者 及び 介護支援専門員 

 受付時間  月～土曜日 ８：００～１７：００ 

 

 (2)行政機関その他の苦情受付 

佐世保市役所 長寿社会課 

 住所：佐世保市八幡町 1－10    電話番号：０９５６－２４－１１１１ 

佐世保市社会福祉協議会 

 住所：佐世保市八幡町６－１    電話番号：０９５６－２３－３１７４ 

長崎県国民健康保険団体連合会 

 住所：長崎市今博多町８－２    電話番号：０９５－８２６－７２９３ 

 


